
第１回ＷＧにおける意見 意見への対応（案）

１　検討課題について

イ　被保険者の生活の質（QOL）の維持・向上等の観点か
ら 今後は 高齢者の特性に応じた保健事業の実施が重

＜生活の質の向上＞
・「健康寿命」とはどのような定義か。

＜生活の質の向上＞
・資料中の「健康寿命」は健康日本２１（第２次）の目標値に
ある「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活
できる期間」。国民生活基礎調査に基づき、サリバン法とい
う方法で計算したもの。
・一方、「日常生活動作が自立している期間」の平均として、
要介護２以上の割合から算定する方法もある。
・各広域連合のデータヘルス計画等では、それぞれの地域
の事情により 主にこの２つの算定方法が用いられている

本ワーキンググループにおける検討課題・進め方について（案）

本作業チームにおける検討課題について（案）

①　高齢者の保健事業のあり方について
   ※　本ワーキンググループにおいては、検討の対象として後期高齢者医療制度における保健事業を念頭に置いているが、心身機能の低下の進行には個人差があり、前期高齢者においても進行しうること、
　　　　国保等との保健事業との連携の必要性等を踏まえ、75歳未満の高齢者も議論の対象とする必要がある場合には、これらの方も含めた議論をお願いしたい。
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ら、今後は、高齢者の特性に応じた保健事業の実施が重
要となってくるが、後期高齢者医療の保険者（後期高齢者
医療広域連合）が行う保健事業として、どのような事業が
効果的・効率的な事業であるか。

＜保険者が行う保健事業＞
・保険外サービスの拡充や、ソーシャルインパクトボンド
の議論がある中、保険者としてできることを検証するの
か、このような新たな手法も視野に入れるのか。

の事情により、主にこの２つの算定方法が用いられている。
・健康寿命の向上を含め、作業チームで評価の考え方を検
討する。

＜保険者が行う保健事業＞
・今回のＷＧは、保険者として実施する保健事業のあり方
やその内容を検討するものであり、保険外サービスやＳＢＩ
の活用といった方法は、直接の検討対象ではないが、さま
ざまな主体、手法がある中で、保険者の保健事業が担うべ
きことは何かを検討するにあたっての参考としていく。

ロ　高齢者の特性としては、例えば、フレイル（いわゆる「虚
弱」）、長期的な慢性疾患を保有する、多機関受診、などが
あるが、どのような特性に着目し、どのような者に、どのよ
うな介入・支援などの事業を実施するのが効率的・効果的
であるか。

＜フレイルの定義＞
・ フレイルは低栄養など狭義ではなく、サルコペニアなど
も含め広くとらえるべき。

＜フレイルの定義＞
・ガイドラインにおけるフレイルの定義に反映
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ハ　このような効果的・効率的な事業の実施のために、保
険者（後期高齢者医療広域連合）はどのような役割を果た
すべきか。また、地域の医療関係者などとどのような連携
をすることが適当か。

＜医療との連携＞
・ 高齢者は通院者が多く、かかりつけ医が非常に重要。
自治体が地元の医師会等に協力を求めてやっていくこと
が重要。
・ 基準値以上の人に気をつけるよう指導するが、医療機
関では問題ないとされるケースがあり、医師会にも予防、
健康づくりに協力いただき一緒に進められるとありがた
い。
・ 受診歴があったり通院している（主治医がいる）患者に
ついても、いわゆる営利企業に丸投げする自治体が多い
のは考えるべき。

＜医療との連携＞
・かかりつけ医や医師会との連携の重要性についてガイド
ラインに反映
・民間への委託における留意点についてガイドラインに反
映

ニ　一方で、保険者（後期高齢者医療広域連合）からみた
ときに、効果的・効率的な事業の実施のために、関係者に
どのような役割を求めるか。

＜実施体制＞
・保健事業は広域連合では非常にやりづらい。ある程度
のイニシャティブで市町村単位で健康を管理していく。そ
れを地域差も考慮して緩い縛りの中で実現できるように
提言していく。
・保健事業の実質は市町村が実施。必要な体制整備など
を国主導で。
・保健事業に具体的に取り組む体制がないのが課題。市
町村の現場で支援できる体制づくり、予算等の問題も含
めたあり方を検討していく必要。
・実際の保健事業は区市町村事業として行わざるを得な
い。区市町村が納得できて実施可能な保健事業をいか
につくるかがポイント。
＜広域連合と市町村の役割分担＞
・ 広域連合には市町村だけではできないことをやって欲

・保健事業は広域連合を実施主体としつつ、実質的には市
町村が主導的に実施しうることなど、広域連合と市町村の
役割分担をガイドラインに盛り込む。
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・ 広域連合には市町村だけではできないことをやって欲
しい。一番大きいのはデータの活用。

ホ　医療保険者が行う保健事業の目的としては、被保険者
の生活の質（QOL）の維持・向上やそれに伴う結果としての
医療費の適正化であるが、介護保険においても高齢者を
対象として予防事業が行われているが、両者の役割分担
をどう考えるか。

保健事業の実施しやすさ（高齢者との接点、他の事業との
共同実施等）、責任と財源を整理して提示する必要があ
る。モデル事業から例示することも想定される（包括への委
託例もある）。

ヘ　また、後期高齢者医療における保健事業の観点だけで
はなく、事業の対象者である高齢者にとって最適な事業と
なるように、国保の保健事業や介護の地域支援事業とどの
ような連携を行うべきか。

＜国保等との連携＞
・ 国保等との連携が必要。７５歳で区切ると市区町村に
よって数十人から１００人という少ない人数になることもあ
り、保健事業もやりにくい。
・国保との連携事業も区市町村にお願いせざるをえな
い。奨励的な補助金を出す、実際に動くものをガイドライ
ンに盛り込むなどその制度的なたてつけも国がつくった
方がよい。
・国保ヘルスサポート事業の活用を。
・国保だけでなく健保との連携も大切。

・国保等との連携についてガイドラインに盛り込む。連携を
促進する(市町村にもメリットが感じられる）仕組み等につい
ても検討。
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ト　高齢者の特性に応じた効果的・効率的な保健事業の実
施のために、どのようなアセスメント（項目、手法など）を実
施するのが適当か。アセスメントの実施に当たって、健康
診査や歯科健診をどう活用するのが効果的か。

＜健診＞
○ 健診の実施が効果的なのかどうかの検証が必要。
○ 健診の過去データ等、結果のわかりやすい返し方に
ついて検討が必要。

・健診のあり方自体は、ＷＧにおける主な検討対象ではな
いが、今後の検討課題としてガイドラインで言及する。
・健診データの活用等について検討し、ガイドラインに反映
する。
・問診項目などは後期高齢者に適した問診例を示すことが
想定される。

チ　また、アセスメントにより得られた被保険者の状況に応
じて、専門職がどのように介入・支援を実施するのが適当
か。
（参考）高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進事業（平成28年度予算3.6億
円）
・　低栄養、筋量低下等による心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化
予防のため、高齢者の特性を踏まえた保健指導等を実施。
・　後期高齢者医療広域連合において、地域の実情に応じて、地域包括支援セン
ター、保健センター、訪問看護ステーション、薬局等を活用し、栄養、口腔、服薬な
どに関する課題について、専門職（管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、保健師
等）が、対応の必要性が高い後期高齢者に対して相談や訪問指導等の支援を実

施。

＜多剤投薬＞
○ 多剤投薬の主な原因の一つは長期処方。
○ 調剤報酬で分割調剤という仕組みができた。こうした
ものを活用し、効率よく残薬の解消ができる。薬剤師が訪
問指導することも可能。
＜歯科保健＞
○ 各区市町村においても、保健師が行う保健指導の方
が多く、歯科関係者が介入するところは少ない。モデル事
業や健診事業、検証事業に歯科がどのように入っていく
のかが課題。オーラルフレイルというものを考えると、そこ
から取り組みが広がるのでは。

＜多剤投薬＞
・多剤投薬対策における医療機関との連携などガイドライン
に反映。

＜歯科保健＞
・ガイドライン中、介入支援の方法などを記載するにあた
り、歯科医師等の関わり方を記載するなど反映する。

リ　専門職による介入・支援について、その効果的・効率的

＜ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチ＞
○ 予防的観点からは数字の高い（緩い）人（予防可能な
段階）からとらえ、ポピュレーションとハイリスクをからま
せていくことが重要。
○ 前期高齢者と後期高齢者とでは健康特性や生活機能 ・ポピュレ ションアプロ チとハイリスクアプロ チの組み

②　高齢者の特性に応じた保健事業の実施について
　　※　本検討課題については、実施に当たってのより具体的な検討課題であることから、①の議論、検討を踏まえる必要がある。
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リ　専門職による介入 支援に いて、その効果的 効率的
な実施という観点から、後期高齢者という特性を踏まえる
と、ポピュレーション・アプローチとハイリスク・アプローチを
どのように組み合わせることが適当か。

○ 前期高齢者と後期高齢者とでは健康特性や生活機能
がかなり違う。後期高齢者については、もう少しハイリス
クの人に積極的にアプローチしていい。
○ 後期高齢になりハイリスクで対応すべき対象者がどの
ような形であるか、データに基づき明確にし、ガイドライン
に落とすのが望ましい。

・ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの組み
合わせ方などについて、ガイドラインに盛り込むなど反映す
る。

ヌ　保健事業の対象者の選定に当たって、保険者のどのよ
うなデータ（健診情報、レセプト、国保・介護のデータなど）
をどのように活用するのが効果的か。

＜対象者の抽出＞
○ 医療機関の医療の面からどう課題を把握しアプローチ
するか。また、医療機関に通っていない人へのアプロー
チをどうするのか。費用の効率的な活用と具体的に支援
をすべき対象者をどうあぶり出すのか。

・ガイドライン中、対象者の抽出方法として、医療機関未受
診者へのアプローチについて言及するなど反映する。

ル　実施された保健事業について、どのように事業の評価
を行い、次の保健事業につなげていくべきか。

評価方法・項目について　ガイドラインに掲載する。

オ　保健事業の担い手の育成など保健事業を実施していく
上で、行うべき環境整備としてどのようなことが考えられる
か。

＜福祉等との連携＞
○ 保健医療という概念について、社会福祉の方にも理
解してもらうため、研修など、保健事業と介護保険事業者
が連携をとれる仕組みを作るべき。

・福祉関係者への研修などについてガイドラインに反映す
る。
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ワ　各地域での好事例を全国で横展開していくためにどの
ような仕組みが必要か。

＜好事例の選定＞
○ どういう事例を好事例と捉えるのがいいか整理が必
要。望ましい形と現実的な可能性を踏まえ定義づける。

・好事例集について、意見を踏まえ作成する。

カ　高齢者の特性に応じた効果的・効率的な保健事業の全
国的な展開のために保険者（後期高齢者医療広域連合）
が参照するガイドラインの内容の項目としては、
①　保健事業の実施に当たっての基本的な考え方
②　対象者の抽出基準
③　アセスメント項目・実施方法
④　介入方法
⑤　事業評価
⑥　その他広域連合と市町村や地域医師会等関係者との
役割分担や連携方法など実施に当たっての留意事項
が考えられるが、その他に必要な項目としてどのようなも
のがあるか。

意見なし
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